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議案第３号 

   河内長野市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 河内長野市固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任したいので、地

方税法第４２３条第３項の規定により、本市議会の同意を求める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

 

 

 

 

    住  所  

氏  名  

生年月日  
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議案第４号 

   河内長野市農業委員会委員の任命について 

 河内長野市農業委員会委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律第８条第１項の規定により、本市議会の同意を求める。 

  令和７年２月２８日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 
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住  所    

氏  名   

生年月日   
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氏  名   

生年月日   
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氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   
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住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   

 

住  所    

氏  名   

生年月日   
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議案第５号 

旧河内長野市立保健センター等用地活用事業審査会設置条例 

の制定について 

 旧河内長野市立保健センター等用地活用事業審査会設置条例を次のよう

に定める。 

  令和７年２月２８日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

旧河内長野市立保健センター等用地活用事業審査会設置条例 

（設置） 

第１条 旧河内長野市立保健センター及び旧河内長野市立休日急病診療所

用地（以下「用地」という。）について、プロポーザル方式により周辺

を含む有効活用を行う事業者（以下「売却予定者」という。）を募集す

るにあたり、事業者からの事業提案の適正かつ公平公正な審査を担保し、

最も適した事業者に用地を売却することを目的に、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、市長の附属

機関として、旧河内長野市立保健センター等用地活用事業審査会（以下

「審査会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 
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第２条 審査会は、市長の要請に応じて、売却予定者の選定及び用地の売

却に関する事項について審議を行い、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 審査会は、委員７名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 用地周辺に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体の役員 

(3) 市職員 

(4) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から第２条に規定する事務を終

える日までの間とする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

（会長及び副会長） 

第５条 審査会に会長及び副会長各１名を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。ただし、副会長にも事故があるとき又は欠

けたときは、市長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審査会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審査会は、委員の過半数の出席（オンライン（映像及び音声の送受信
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により相手の状況を相互に認識しながら通話することができる方法をい

う。）を活用した出席を含む。）がなければ会議を開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

４ 議長は、会議の進行のため必要があると認めるときは、会議に委員以

外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

(書面審議) 

第７条 前条第１項の規定にかかわらず、会長が会議を招集する時間的余

裕がないと認めるとき、又はやむを得ない事由があると認めるときは、

書面の送付等によって行う審議(以下「書面審議」という。)をすること

をもって会議に代えることができる。 

２ 書面審議は、委員の半数以上が可否等を表明したことをもって成立し、

書面審議の議事は、可否を表明した委員の過半数で決し、可否同数のと

きは、会長の決するところによる。 

３ 書面審議を行ったときは、会長はその後に招集される最初の会議にお

いて、審議の結果を報告しなければならない。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。 

（庶務） 

第９条 審査会の庶務は、別に定める部署において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営等に関し必要な事
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項は、会長が審査会に諮って定める。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （会議の招集に係る特例） 

２ この条例の施行後最初に行われる会議の招集は、第６条第１項の規定

に関わらず、市長が行う。 

 （失効） 

３ この条例は、用地を売却する日限り、その効力を失う。 
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議案第６号 

河内長野市観光振興計画策定委員会設置条例の制定について 

河内長野市観光振興計画策定委員会設置条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市観光振興計画策定委員会設置条例 

（設置） 

第１条 大阪府内有数の豊かな自然及び全国有数の文化財を有する本市の

観光関係施策の今後の方向性を定める河内長野市観光振興計画（以下「計

画」という。）を策定することを目的に、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、市長の附属機関とし

て、河内長野市観光振興計画策定委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の要請に応じて、計画の策定に関する事項につい

て調査及び検討を行い、その結果を市長に報告するものとする。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１０名以内で組織する。 
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２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 観光関係者 

(3) 商工関係者 

(4) 市民 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する事務を終える日までの間とする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。  

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１名を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長

が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができな

い。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ 議長は、会議の進行のため必要があると認めるときは、会議に委員以

外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 
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（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、別に定める部署において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員

長が委員会に諮って別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （会議の招集に係る特例） 

２ この条例の施行後及び委員の任期満了後最初に行われる会議の招集は、

第６条第１項の規定にかかわらず、市長が行う。 
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議案第７号 

   河内長野市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例 

の制定について 

 河内長野市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例を次のよう

に定める。 

  令和７年２月２８日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例  号 

   河内長野市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３

１年法律第１６２号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定に基

づき、市長が管理し、及び執行する事務に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （職務権限の特例） 

第２条 市長は、次に掲げる教育に関する事務を管理し、及び執行する。 

 (1) 河内長野市立市民運動場、河内長野市立武道館及び河内長野市立市

民総合体育館（以下「特定社会教育機関」という。）の設置、管理及び

廃止に関すること（法第２１条第７号から第９号まで及び第１２号に
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掲げる事務のうち、特定社会教育機関のみに係るものを含む。）。 

 (2) スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

 (3) 文化に関すること（文化財の保護に関することを除く。）。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に効力を有する教育委員会により行われた許

可その他の行為又はこの条例の施行の日前に教育委員会に対して行わ

れた申請その他の行為で、この条例の規定に基づき市長が管理し、及び

執行することとなる事務に係るものは、同日以後において市長により行

われた許可その他の行為又は市長に対して行われた申請その他の行為

とみなす。 

 （河内長野市立市民運動場設置条例の一部改正） 

３ 河内長野市立市民運動場設置条例（昭和５４年河内長野市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「河内長野市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「市長」に改める。 

 第３条の３第２項、第３条の４第３号、第３条の５第２項、第８条第

１項及び第３項から第５項まで、第８条の２第１項及び第３項から第５

項まで、第８条の３第２項並びに第１２条の２中「教育委員会」を「市

長」に改める。 

 第１３条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 
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 （河内長野市立武道館条例の一部改正） 

４ 河内長野市立武道館条例（昭和５３年河内長野市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条中「河内長野市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「市長」に改める。 

 第３条の３第２項、第３条の４第３号、第３条の５第２項並びに第８

条第１項及び第３項から第５項までの規定中「教育委員会」を「市長」

に改める。 

 第１２条各号列記以外の部分中「教育委員会」を「市長」に改め、同

条第２号中「若しくは教育委員会」を削る。 

 第１２条の２中「教育委員会」を「市長」に改める。 

 第１３条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

 （河内長野市立市民総合体育館条例の一部改正） 

５ 河内長野市立市民総合体育館条例（昭和５３年河内長野市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

第３条中「河内長野市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「市長」に改める。 

 第３条の３第２項、第３条の４第３号、第３条の５第３項、第９条第

１項及び第３項から第５項まで、第９条の２第１項及び第３項から第５

項まで並びに第９条の３第２項中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第１４条各号列記以外の部分中「教育委員会」を「市長」に改め、同

条第２号中「若しくは教育委員会」を削る。 

第１４条の２中「教育委員会」を「市長」に改める。 
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 第１５条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

 （河内長野市公園条例の一部改正） 

６ 河内長野市公園条例（昭和４２年河内長野市条例第３９号）の一部を

次のように改正する。 

 第８条の２中「（野球場、プール、庭球場及び下里運動公園にあって

は教育委員会。第８条の４第２項、第１８条、第２６条、第２７条第１

項、第２８条の３及び第２９条において同じ。）」を削る。 

 第１４条の２第３項中「第１項第１号から第５号までに規定する施設

にあっては教育委員会の、同項第６号に規定する施設にあっては」を削

り、「同項の」を「第１項の」に改める。 

 第２２条の２第３項及び第４項並びに第２２条の３中「教育委員会」

を「市長」に改める。 
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議案第８号 

   河内長野市職員兼業推進条例の制定について 

 河内長野市職員兼業推進条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市職員兼業推進条例 

（目的） 

第１条 この条例は、職員が積極的に兼業を行うことを推進することによ

り地域活動に貢献し、もって市民サービスを充実させることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「兼業」とは、次の各号のいずれかに該当する

場合をいう。 

(1) 商業、工業、金融業その他営利を目的とする私企業を営むことを目

的とする会社その他の団体の役員等の地位を兼ねること。 

(2) 自ら営利企業を営むこと。 

(3) 報酬を得て事業又は事務に従事すること。 

（兼業推進の基本方針） 

第３条 市は、職員の兼業を通じて地域課題を解決し、その経験を職務に
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還元することにより当該職務の質を高め、また、多様な働き方を推進す

ることにより職員のウェルビーイングを向上させ、もって市民サービス

の向上につなげるため、職員の兼業を推進することとする。 

（許可の基準） 

第４条 任命権者は、職員から兼業の許可申請があったときは、次の各号

のすべてに該当すると認められる場合に限り許可することができる。 

 (1) 当該兼業がア又はイのいずれかに該当するものであること。 

  ア 公益の増進に寄与するもの 

  イ 日常生活を営む上で必要やむを得ないもの 

 (2) アからウのすべてに該当すると認められること。 

ア 兼業を行おうとする事業との間に特別な利害関係又はその発生の

恐れがない場合 

イ 心身の疲労のため、職務の遂行に支障が生じないこと又は能率に

悪影響を与えないことが明らかな場合 

ウ 報酬額が社会通念上相当と認められる場合 

（市の役割） 

第５条 市は、職員の兼業を推進するため、積極的な情報発信の実施等に

努めるものとする。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、職員の兼業に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第９号 

河内長野市部落有財産基金条例の制定について 

河内長野市部落有財産基金条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市部落有財産基金条例 

（設置） 

第１条 地区の水利の維持管理並びに地区内の公共事業施行に要する経費

に充てるため部落有財産基金（以下「基金」という。）を設置する。 

(基金の種類) 

第２条 基金の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 市地区部落有財産基金 

 (2) 原地区部落有財産基金 

（管理） 

第３条 基金は、金融機関への預金その他最も確実な方法により保管しな

ければならない。 

（処分） 

第４条 第１条の目的を達成するための財源に充てる場合に限り基金の全
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部又は一部を処分することができる。 

（運用益金の整理） 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、部落有財産特別会計歳入歳出予算

に計上して、整理する。 

（繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用

することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（河内長野市原地区部落有財産基金条例の廃止） 

２ 河内長野市原地区部落有財産基金条例（昭和４８年条例第２４号）は

廃止する。 

（河内長野市市地区部落有財産基金条例の廃止） 

３ 河内長野市市地区部落有財産基金条例（昭和４９年条例第２０号）は

廃止する。 
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議案第１０号 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例の制定について 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例 

（河内長野市有功者表彰条例の一部改正） 

第１条 河内長野市有功者表彰条例（昭和３９年河内長野市条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

 第８条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（河内長野市議会の個人情報の保護に関する条例の一部改正） 

第２条 河内長野市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年河内長

野市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 第５４条から第５６条までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例の一部改

正） 
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第３条 河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例（令

和４年河内長野市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 附則第３条第３項及び第４項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（元大阪府都市職員共済組合退職年金及び退職一時金に関する条例の適

用を受けていた職員の退職年金等に関する条例の一部改正） 

第４条 元大阪府都市職員共済組合退職年金及び退職一時金に関する条例

の適用を受けていた職員の退職年金等に関する条例（昭和４５年河内長

野市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

 第２８条中「禁こ」を「拘禁刑」に改める。 

 （一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年河内長野市条例第

２７号）の一部を次のように改正する。 

 第２３条の２第３号及び第４号並びに第２３条の３第１項第１号及び

第５項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第６条 職員の退職手当に関する条例（昭和２９年河内長野市条例第２８

号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条第１項第１号及び第５項第２号、第１４条の見出し及び同条

第１項第１号、第１５条第１項第１号並びに第１７条第４項中「禁錮」

を「拘禁刑」に改める。 

（河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例の一部改正） 

第７条 河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例（昭和５９年河内

長野市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第９条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

-21-



 

 （河内長野市水道水源保護条例の一部改正） 

第８条 河内長野市水道水源保護条例（平成１１年河内長野市条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

 第１８条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （河内長野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部

改正） 

第９条 河内長野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭

和４２年河内長野市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一

部改正） 

第１０条 河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条

例（昭和３９年河内長野市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１号中「禁こ」を「拘禁刑」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）

の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従

前の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若し

くは廃止前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合に

おいて、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律第２条の規
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定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において

「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）

（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１３条

に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下こ

の項において同じ。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮は

それぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑とする。 

４ 拘禁刑に処せられた者に係る他の条例その他の定めによりなお従前の

例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは

廃止前の条例その他の定めの例によることとされる人の資格に関する法

令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処

せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮

に処せられた者とみなす。 

５ 刑法等の一部を改正する法律及び刑法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びに

この条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪についてされた起訴は、第５条の規定による改正後の一般職の職

員の給与に関する条例第２３条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）

及び第５項（第３号に係る部分に限る。）並びに第６条の規定による改

正後の職員の退職手当に関する条例第１３条第１項及び第５項の規定の

適用については、拘禁刑が定められている罪についてされた起訴とみな

す。 

-23-



 

議案第１１号 

組織機構改革に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ 

いて 

組織機構改革に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

組織機構改革に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （河内長野市職員定数条例の一部改正） 

第１条 河内長野市職員定数条例（昭和２９年河内長野市条例第５号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「４７９人」を「４８７人」に改め、同条第４号中「８

１人」を「７３人」に改める。 

（河内長野市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 河内長野市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２６

年河内長野市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号及び第３号中「部内で」を「本市において」に改

める。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第３条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年河内長
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野市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第６条及び第７条第４項中「部内の」を削る。 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第４条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年河内長野市条例第７号）

の一部を次のように改正する。 

第８条中「部内の」を削る。 

 （河内長野市防災会議条例の一部改正） 

第５条 河内長野市防災会議条例（昭和３８年河内長野市条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

第３条第５項第５号中「部内の」を「補助機関である」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

河内長野市立コミュニティセンター条例及び河内長野市立地

域福祉センター条例の改正について 

河内長野市立コミュニティセンター条例及び河内長野市立地域福祉セン

ター条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立コミュニティセンター条例及び河内長野市立地

域福祉センター条例の一部を改正する条例 

 （河内長野市立コミュニティセンター条例の一部改正） 

第１条 河内長野市立コミュニティセンター条例（平成１１年河内長野市

条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第５条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）の規定により選挙の期

日の公示又は告示があった日から選挙の期日の翌日までの間におい

て、選挙のために河内長野市選挙管理委員会がコミュニティセンタ

ーを使用する必要が生じたとき。 

第７条第３号中「第５条第３号」の次に「又は第５号」を加える。 
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 （河内長野市立地域福祉センター条例の一部改正） 

第２条 河内長野市立地域福祉センター条例（平成１１年河内長野市条例

第２０号）の一部を次のように改正する。 

第６条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）の規定により選挙の期

日の公示又は告示があった日から選挙の期日の翌日までの間におい

て、選挙のために河内長野市選挙管理委員会が地域福祉センターに

併設する河内長野市立コミュニティセンターを使用する必要が生じ

たとき。 

附 則 

  （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

  （適用区分） 

２ この条例による改正後の河内長野市立コミュニティセンター条例及び

河内長野市立地域福祉センター条例の規定は、令和７年７月１日以後の

日を選挙の期日とする選挙においては、その期日の公示又は告示があっ

た日から適用し、同年６月３０日以前の日を選挙の期日とする選挙にお

いては、なお従前の例による。 
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議案第１３号 

河内長野市職員等の旅費に関する条例の制定について 

河内長野市職員等の旅費に関する条例を次のように定める。 

 令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市職員等の旅費に関する条例 

河内長野市職員等の旅費に関する条例（平成２年河内長野市条例第８号）

の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条

の規定に基づき、公務のために旅行をする職員等に対して支給する旅費

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 市長等 市長、副市長及び教育長をいう。 

(2) 出張 職員が公務のため一時その勤務場所（任命権者又はその委任

を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）が認める場合には、そ
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の住所、居所その他旅行命令権者が認める場所）を離れて旅行し、又

は職員以外の者が公務のため一時その住所又は居所を離れて旅行する

ことをいう。 

(3) 赴任 転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため旧在勤地

から新在勤地に旅行することをいう。 

(4) 家族 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹

で職員と生計を一にするものをいう。 

(5) 帰住 職員が退職し、又は死亡した場合において、その職員又はそ

の遺族が生活の根拠となる地に旅行することをいう。 

(6) 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職

員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

（旅費の支給） 

第３条 職員が出張し、又は赴任した場合には、当該職員に対し、旅費を

支給する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各

号に掲げる者に対し、旅費を支給する。 

(1) 職員が出張又は赴任のための旅行中に退職、免職、失職又は休職（以

下「退職等」という。）となった場合（当該退職等に伴う旅行を必要

としない場合を除く。）には、当該職員 

(2) 職員が出張又は赴任のための旅行中に死亡した場合には、当該職員

の遺族 

(3) 職員が死亡した場合において、当該職員の遺族がその死亡の日の翌
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日から３月以内にその居住地を出発して帰住したときは、当該遺族 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員法(昭和

２５年法律第２６１号)第１６条各号若しくは第２９条第１項各号に掲

げる事由又はこれらに準ずる事由により退職等となったときは、前項の

規定にかかわらず、同項の規定による旅費は、支給しない。 

４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂

行を補助するため、証人、鑑定人、参考人、通訳等として旅行した場合

には、その者に対し、旅費を支給する。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定に該当する場合を除くほか、他の法令

に特別の定めがある場合その他市費を支弁して旅行をさせる必要がある

場合には、旅費を支給する。 

６ 第１項、第２項及び前２項の規定により旅費の支給を受けることがで

きる者が、次条第３項の規定により旅行命令等の変更（取消しを含む。

同項及び第５条において同じ。）を受け、又は死亡した場合その他規則

で定める場合において、当該旅行のため既に支出した金額があるときは、

規則の定めるところにより、その者の損失となる金額又は支出を要する

金額を旅費として支給することができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受ける

ことができる者が、旅行中交通機関の事故又は天災その他規則で定める

事情により概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合には、概

算払を受けることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を喪

失した場合には、その喪失した旅費額の範囲内で規則で定める金額を旅

費として支給することができる。 
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（旅行命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、旅行命

令権者の発する旅行命令又は旅行依頼（以下この条及び次条において「旅

行命令等」という。）によって行われなければならない。 

(1) 前条第１項の規定に該当する旅行 旅行命令 

(2) 前条第４項の規定に該当する旅行 旅行依頼 

２ 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によって

は公務の円滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の

支出が可能である場合に限り、旅行命令等を発することができる。 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等を変更する必要があると認め

る場合で、前項の規定に該当する場合には、自ら又は次条第１項若しく

は第２項の規定による旅行者の申請に基づき、これを変更することがで

きる。 

（旅行命令等に従わない出張） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により

旅行命令等（前条第３項の規定により変更を受けた旅行命令等を含む。

以下この条において同じ。）に従って旅行をすることができない場合に

は、あらかじめ旅行命令権者に旅行命令等の変更の申請をしなければな

らない。 

２ 旅行者は、前項の規定による旅行命令等の変更の申請をするいとまが

ない場合には、旅行命令等に従わない旅行をした後、できるだけ速やか

に旅行命令権者に旅行命令等の変更の申請をしなければならない。 

３ 旅行者が、前２項の規定による旅行命令等の変更の申請をせず、又は
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申請をしたがその変更が認められなかった場合において、旅行命令等に

従わないで旅行をしたときは、当該旅行者は、旅行命令等に従った限度

の旅行に対する旅費のみの支給を受けることができる。 

（旅費の種目） 

第６条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、

包括宿泊費、転居費及び家族移転費とする。 

（旅費の計算） 

第７条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして、この条

例で定める種目及び内容に基づき、最も経済的な通常の経路及び方法に

より旅行をした場合の旅費により計算する。ただし、公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法に

より旅行をし難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算

する。 

（旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行

者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとす

るものは、所定の請求書に必要な資料を添えて、これを当該旅費若しく

は当該金額の支出をする任命権者に提出しなければならない。この場合

において、必要な資料の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求

に係る旅費又は旅費に相当する金額のうちその資料を提出しなかったた

め、その旅費又は旅費に相当する金額の必要が明らかにされなかった部

分の支給又は支払を受けることができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後所
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定の期間内に、当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなけ

ればならない。 

３ 任命権者は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、

所定の期間内に、当該過払金を返納させなければならない。 

４ 任命権者は、その支出し、又は支払った概算払に係る旅費の支給を受

けた旅行者が第２項に規定する期間内に旅費の精算をしなかった場合又

は前項に規定する期間内に過払金を返納しなかった場合には、当該任命

権者がその後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費の

額から当該概算払に係る旅費額又は当該過払金に相当する金額を差し引

くことができる。 

５ 第１項に規定する請求書及び必要な資料の種類、第２項及び第３項に

規定する期間並びに前項に規定する給与の種類その他の必要な事項は、

規則で定める。 

(市長等の公務の補佐をするために同行を命ぜられた者の旅費) 

第９条 市長等の公務を補佐するため特に同行を命ぜられた者に対する旅

費は、市長等の旅費と同額に至るまでの範囲内において増額して支給す

ることができる。 

（年度経過等による区分） 

第１０条 移動中における年度の経過、職務の級の変更等のため鉄道賃、

船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれらに相当する

部分を含む。）を区分して算定する必要がある場合には、年度の超過、

職務の変更等の後に最初の目的地に到着するまでの分及びそれ以後の分

に区分して算定する。 
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（鉄道賃） 

第１１条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２

条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年

法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道その他規則で定めるものを

いう。次項及び第１４条について同じ。）を利用する移動に要する費用

とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第６号までに掲げる費用

は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため

特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

(1) 運賃 

(2) 急行料金 

(3) 寝台料金 

(4) 座席指定料金 

(5) 特別車両料金（市長等に限る。） 

(6) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された鉄道

により移動するときは最下級（市長等が移動する場合には、最上級）の

運賃の額とする。 

３ 第１項第４号の座席指定料金は、同項第２号の急行料金を支給し、か

つ、座席指定客車に乗車する場合に限り、支給する。 

（船賃） 

第１２条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２

条第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶その他規則で定める

ものをいう。次項及び第１４条において同じ。）を利用する移動に要す
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る費用とし、その額は、次に掲げる費用(第２号から第５号までに掲げる

費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務の

ため特に必要とするものに限る。)の額の合計額とする。 

(1) 運賃 

(2) 寝台料金 

(3) 座席指定料金 

(4) 特別船室料金（市長等に限る。） 

(5) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された船舶

により移動するときは最下級（市長等が移動する場合には、最上級）の

運賃の額とする。 

（航空賃） 

第１３条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２

条第１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機その他規則で定

めるものをいう。次項及び次条において同じ。）を利用する移動に要す

る費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げる費

用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のた

め特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

(1) 運賃 

(2) 座席指定料金 

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航空

機により移動する場合には、最下級の運賃の額とする。ただし、運賃の
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等級が３以上に区分された航空機により市長等が移動する場合は、最下

級の直近上位の級の運賃の額とすることができる。 

（その他の交通費） 

第１４条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動

に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号まで

に掲げる費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計

額とする。 

(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる

一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車に

より乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に供する自動車を利用

する移動に要する運賃 

(2) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業

の用に供する自動車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定す

る自動車を除く。）を利用する移動に要する運賃 

(3) 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第１

項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その

他の移動に直接要する費用 

(4) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

（宿泊費） 

第１５条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、１夜ご

とに 、国家公務員等の旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第４５号）別

表第二に掲げる宿泊費基準額のうち、職務の級が１０級以下の者に対す

る宿泊費基準額を基準として、規則で定める額を上限に現に支払った額
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（以下「宿泊料金の実費額」という。）とする。ただし、当該宿泊に係

る特別な事情がある場合として規則で定める場合は、当該宿泊に要する

費用の額とする。 

２ 宿泊料金の実費額に食費が含まれる場合にあっては、当該額から食費

の額（食費の額が明らかでない場合は、別表に定める食費の区分によっ

て算出する額）を減じた額を宿泊料金の実費額とみなす。 

３ 宿泊費は、船舶による旅行及び航空機による旅行については、公務上

の必要又は天災その他やむを得ない事情により上陸又は着陸して宿泊し

た場合に限り、支給する。 

 （包括宿泊費） 

第１６条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払わ

れる費用とし、その額は、当該移動に係る第１１条から第１４条までの

規定による交通費の額及び当該宿泊に係る前条に規定する宿泊費の額の

合計額とする。 

（転居費） 

第１７条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（次条第１項第１号又

は第２号に規定する場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、そ

の額は、転居の実態を勘案して、次の各号に掲げる額とする。 

(1) 運送業者が家財の運送を行う場合には、複数の運送業者に見積りを

させ、かつ、その中から最も経済的なものを選択するときに限り、当

該運送に要する額 

(2) 赴任をする職員が宅配便又は自家用自動車若しくは道路運送法第８

０条第１項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車その
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他これらに類するものを利用して家財の運送を行う場合には、当該運

送に要する額。ただし、当該運送に要する額が運送業者に依頼したも

のとして前号の規定により算定した額を超えるときは、当該額とする。 

２ 前項の算定に当たっては、条例等の規定により他の種目として支給を

受ける費用その他の市費による支給が適当でない費用として任命権者が

定めるものを除くものとする。 

３ 赴任をする職員又は当該職員の家族が他から赴任に係る旅費の支給又

はこれに相当する金額の支払を受ける場合には、前２項の規定により算

定した転居費の額から当該支給又は当該支払を受ける金額を差し引くこ

ととする。 

（家族移転費） 

第１８条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その

額は、次に掲げる額とする。 

(1) 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。

以下この号及び次号において同じ。）を職員の新居住地に移転する場

合には、家族一人ごとに、職員がその移転をするものとして算定した

交通費、宿泊費及び包括宿泊費の合計額に相当する額 

(2) 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日

から１年以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間

に更に赴任があった場合には、当該赴任後における職員の新居住地）

に移転する場合には、前号の規定に準じて算定した額 

２ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情があ

る場合には、前項第２号に規定する期間を延長することができる。 
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（退職者等の旅費） 

第１９条 第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、退職等の日

の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張又は

赴任の例に準じた旅費とする。 

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、

同項に規定する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用及び家族

移転費に相当するものを加えるものとする。 

３ 任命権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に

規定する期間を延長することができる。 

（遺族等の旅費） 

第２０条 職員が、第３条第２項第２号又は第３号の規定に該当する場合

において、同号の規定により旅費を支給するときは、次に掲げる旅費と

する。 

(1) 職員が出張中に死亡した場合には、出張の例に準じ、職員が遺族の

居住地と死亡地との間を往復するものとして計算した旅費 

(2) 職員が赴任のための旅行中に死亡した場合には、前号に掲げる旅費

のほか、赴任の例に準じ、職員が死亡地から新居住地に旅行するもの

として計算した旅費 

(3) 第３条第２項第３号の規定により旅費を支給する場合には、出張の

例に準じ、職員が遺族の居住地から帰住地に旅行するものとして計算

した旅費（宿泊費及び包括宿泊費を除く。） 

２ 遺族が前項に規定する旅費の支給を受ける順位は、第２条第６号に掲

げる順序により、同順位者がある場合には、年長者を先にする。 
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（外国旅行の旅費） 

第２１条 職員が公務のため外国に旅行する場合における旅費の種目及び

額は、第６条及び第１１条から第１６条までの規定にかかわらず、国家

公務員の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号。以下「旅費法」

という。）の規定の例により、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める者に適用される旅費の額を限度として、その都度、任命

権者が市長と協議して定める。 

(1) 市長等 国家公務員等の旅費に関する法律施行令（令和６年政令第

３０６号。以下「旅費法施行令」という。）に規定する指定職職員等 

(2) 前号の職員以外のもの 旅費法施行令に規定する職務の級の８級の

職務にある者 

（旅費の調整） 

第２２条 任命権者は、旅行者が公用の交通用具を利用して旅行をした場

合その他旅行における特別の事情により又は旅行の性質上この条例の規

定による旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又は通

常必要としない旅費を支給することとなる場合においては、その実費を

超えることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給し

ない。 

２ 任命権者は、旅行者がこの条例の規定による旅費により旅行をするこ

とが当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上困難であ

る場合には、市長と協議して必要とする旅費を支給することができる。 

（旅費の特例） 

第２３条 任命権者は、職員について労働基準法（昭和２２年法律第４９
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号）第１５条第３項又は第６４条の規定に該当する事由がある場合にお

いて、この条例の規定による旅費の支給ができないとき、又はこの条例

の規定により支給する旅費が労働基準法第１５条第３項若しくは第６４

条の規定による旅費に満たないときは、当該職員に対しこれらの規定に

よる旅費に相当する金額又はその満たない部分に相当する金額を旅費と

して支給するものとする。 

 （旅費の返納） 

第２４条 任命権者は、旅行者がこの条例又はこれに基づく命令の規定に

違反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合には、

当該旅費又は当該金額を返納させなければならない。 

２ 旅行者がこの条例又はこれに基づく命令の規定に違反して旅費の支給

を受けた場合には、任命権者は、前項に規定する返納に代えて、当該任

命権者がその後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費

の額から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

３ 前項に規定する給与の種類は、規則で定める。 

（旅費の支給額の上限） 

第２５条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうち

これらに相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第１１条第１

項各号、第１２条第１項各号、第１３条第１項各号及び第１４条各号に

掲げる各費用について、当該各条及び第７条の規定により計算した額と

現に支払った額を比較し、当該各費用ごとのいずれか少ない額を合計し

た額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費及び家族移転費に係る旅費の支給額は、
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当該各種目について、第１５条から第１８条第１項までの規定により計

算した額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない

額を合計した額とする。 

（委任） 

第２６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市職員等の旅費に関する条例（以下

この項及び次項において「新条例」という。）の規定は、施行日以後に

新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が、新条例第４条第１項に

規定する旅行命令等を発する旅行及び新条例第３条第５項の規定によ

り旅費の支給を決定する旅行について適用し、施行日前にこの条例によ

る改正前の河内長野市職員等の旅費に関する条例（以下この項及び次項

において「旧条例」という。）第２条第１号に規定する出張命令権者が、

旧条例第４条第１項に規定する出張命令を発した出張及び旧条例第３

条第５項の規定により旅費の支給を決定した旅行については、なお従前

の例による。ただし、施行日前に旧条例第２条第１号に規定する出張命

令権者が旧条例第４条第１項に規定する出張命令を発し、かつ、施行日

以後に新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第
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３項の規定により当該出張命令を変更する旅行については、新条例の規

定は、当該旅行のうち当該変更の日以後の期間に対応する分について適

用し、当該旅行のうち当該変更の日前の期間に対応する分については、

なお従前の例による。 

３ 新条例第１９条及び第２０条の規定は、施行日以後に退職等となった

場合又は死亡した場合について適用し、施行日前に退職等となった場合

又は死亡した場合は、なお従前の例による。 

別表（第１５条関係） 

食費 

区分 朝食 昼食 夕食 

１食につき ９００円 １，２００円 １，６００円 
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議案第１４号 

定年引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の改正につい

て 

定年引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

定年引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の一部を改正 

する条例 

定年引上げに伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年河内長野市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 附則第９条及び第１０条中「附則第９条第３項」を「附則第９条第２項」

に改める。 

附則第１４条第１項中「第４項」を「以下第２項及び第４項」に改め、

同条第２項中「の４月１日」の次に「（以下この項において「特定日」と

いう。）」を、「受けていた給料月額」の次に「（特定日に給料表の給料月額

が増額改定又は減額改定をされた職員にあっては、特定日の前日のその者

の号給等に対応する特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額とす
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る。）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１５号 

   河内長野市会計年度任用職員の採用等に関する条例の改正に 

ついて 

河内長野市会計年度任用職員の採用等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。 

令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市会計年度任用職員の採用等に関する条例の一部を 

改正する条例 

 河内長野市会計年度任用職員の採用等に関する条例（令和元年河内長野

市条例第１９号)の一部を次のように改正する。 

第４条中第２項から第４項までを削る。 

第１３条第１項中「及び介護時間」を「、介護時間及び子育て部分休

暇」に改め、同条第９項中「定める者」の次に「（第１３条の２において

「配偶者等」という。）」を加え、同条第１４項中「及び第２９条」を削

り、「給与額」の次に「又は報酬額」を加え、同条第１５項中「並びに」

を「又は」に、「及び介護時間」を「、介護時間及び子育て部分休暇」に

改め、「又は第２９条」を削り、「給与額」の次に「又は報酬額」を加え、
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同項を同条第１７項とし、同条第１４項の次に次の２項を加える。 

１５ 子育て部分休暇は、会計年度任用職員が小学校就学の始期から満１

２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子を養育するた

め、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇とする。 

１６ 子育て部分休暇の時間は、１日につき、次に掲げる職員ごとにそれ

ぞれ各号に規定するものとする。 

(1) フルタイム任用職員 ２時間を超えない範囲内で必要と認められる

時間（第１１項に規定する介護時間の承認を受けて勤務しない職員

（次号において「介護時間取得職員」という。）に対する子育て部分

休暇の承認については、１日につき２時間から当該介護時間の承認を

受けて勤務しない時間（次号において「介護時間取得時間」という。）

を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。） 

(2) パートタイム任用職員 １日につき定められた勤務時間から５時間

４５分を減じた時間又は２時間から規則で定める時間を減じた時間の

いずれか短い方の時間（介護時間取得職員にあっては、当該時間から

介護時間取得時間を減じた時間）を超えない範囲内で必要と認められ

る時間 

第１３条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１３条の２ 任命権者は、会計年度任用職員が配偶者等が当該会計年度

任用職員の介護を必要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該

会計年度任用職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置
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（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その

他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申

出（次条において「請求等」という。）に係る当該会計年度任用職員の

意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、会計年度任用職員に対して、当該会計年度任用職員が４

０歳に達する日の属する年度（４月１日から翌年の３月３１日までをい

う。）において、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

３ 任命権者は、会計年度任用職員が第１項の規定による申出をしたこと

を理由として、当該会計年度任用職員が不利益な取扱いを受けることが

ないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１３条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等が円

滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

(1) 会計年度任用職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

第２７条を次のように改める。 

(フルタイム任用職員の勤勉手当) 

第２７条 任期の定めが６月以上のフルタイム任用職員の勤勉手当の支

給については、一般職の定年前再任用短時間勤務職員以外の職員の例

による。 

２ ６月に勤勉手当を支給する場合において、前年度の末日まで本市の
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会計年度任用職員として採用され、同日の翌日にフルタイム任用職員

として採用された者の任期(６月未満のものに限る。)の定めと前会計

年度における任期(前会計年度の末日を含む期間の採用に係るものに限

る。)の定めとの合計が６月以上に至ったときは、当該フルタイム任用

職員を前項の任期の定めが６月以上のフルタイム任用職員とみなす。 

３ １２月に勤勉手当を支給する場合において、任期の定めが６月未満

のフルタイム任用職員であって規則で定める者は、第１項の任期の定

めが６月以上のフルタイム任用職員とみなすことができる。 

４ 前３項に規定するもののほか、フルタイム任用職員の勤勉手当に関

し必要な事項は、規則で定める。 

 第２９条中「ときは」の次に「、市長が定める場合を除き」を加える。 

第３４条の２第１項を次のように改める。 

第３４条の２ 第２７条第２項から第４項まで及び給与条例第２４条第３

項の規定により準用する第２３条第４項の規定は、任期の定めが６月以

上のパートタイム任用職員(週の勤務時間が規則で定める時間以下であ

る者を除く。以下この条において同じ。)について準用する。この場合

において、第２７条第２項から第４項までの規定中「フルタイム」とあ

るのは「パートタイム」と、給与条例第２３条第４項中「職員が受ける

べき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合

計額」とあるのは「月額により報酬を定められているパートタイム任用

職員についてはその額、日額又は時間額により報酬を定められているパ

ートタイム任用職員についてはそれぞれの基準日以前６月以内のパート

タイム任用職員としての在職期間における規則で定める算出方法により
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求める報酬の１月当たりの平均額」と読み替えるものとする。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 

   河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の改

正について 

 河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例 

河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成２年河内

長野市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第４条の２第１項及び第２項中「及び第４条の３第１項から第３項まで」

を「、第４条の３第１項から第３項まで及び第６条第１３項」に改める。 

第４条の３第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達す

るまでの子」に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子のある

職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、」を「並び

に第２項」に改める。 

第６条第１項中「及び介護時間」を「、介護時間及び子育て部分休暇」
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に改め、同条第９項中「定める者」の次に「（第７条において「配偶者等」

という。）」を加え、同条第１３項中「及び介護時間」を「、介護時間及

び子育て部分休暇」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１２項の次

に次の２項を加える。 

１３ 子育て部分休暇は、職員が小学校就学の始期から満１２歳に達する

日以後の最初の３月３１日までの間にある子を養育するため、１日の勤

務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

１４ 子育て部分休暇の時間は、１日につき２時間を超えない範囲内で必

要と認められる時間とする。ただし、第１１項に規定する介護時間の承

認を受けて勤務しない職員に対する子育て部分休暇の承認については、

１日につき２時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減

じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

第６条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第７条 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況

に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両

立に資する制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制

度等の申告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）に係る

当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければなら

ない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達する日の属する年
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度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項に規

定する事項を知らせなければならない。 

３ 任命権者は、職員が第１項の規定による申出をしたことを理由として、

当該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならな

い。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第８条 任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等が円滑に行

われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤

務制限開始日とする改正後の河内長野市職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例第４条の３第２項の規定による請求（３歳から小学校就学

の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）を行おう

とする職員は、施行日前においても、規則の定めるところにより、当該

請求を行うことができる。 
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議案第１７号 

職員の退職手当に関する条例の改正について 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

職員の退職手当に関する条例（昭和２９年河内長野市条例第２８号）

の一部を次のように改正する。 

第６条の４第１項各号を次のように改める。 

(1) 第１号区分 ６５，０００円 

(2) 第２号区分 ５９，５５０円 

(3) 第３号区分 ５４，１５０円 

(4) 第４号区分 ４３，３５０円 

(5) 第５号区分 ３２，５００円 

(6) 第６号区分 ２７，１００円 

(7) 第７号区分 ２１，７００円 

(8) 第８号区分 ０ 
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第１０条第１項中「第５項」の次に「又は第７項」を加え、同条第２

項第２号中「職員等に係る」を削り、同条第３項中「第６項」の次に「又

は第８項」を加え、同条第１５項を同条第１７項とし、同条第１４項中

「第９項」を「第１１項」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１３

項前段中「第９項」を「第１１項」に、「これらの規定による」を「第５

項又は第６項の規定により」に、「６箇月を経過していないものを含

む。）」を「１年を経過していないものを含む。)及び第７項又は第８項

の規定による退職手当の支給を受けることができる者（第７項又は第８項

の規定による退職手当の支給を受けた者であって、当該退職手当の支給に

係る退職の日の翌日から起算して６箇月を経過していないものを含

む。）」に改め、同項後段中「第９項」を「第１１項」に改め、同項を同

条第１５項とし、同条第１２項中「第９項第４号」を「第１１項第４号」

に、「第９項の」を「第１１項の」に、「次の各号に掲げる退職手当ごと

に、当該各号に定める」を「雇用保険法第５６条の３第１項第１号に該当

する者に係る就業促進手当について同条第４項の規定により基本手当を支

給したものとみなされる日数に相当する」に改め、同項中各号を削り、同

項を同条第１４項とし、同条第１１項中「第９項第３号」を「第１１項第

３号」に、「第９項の」を「第１１項の」に改め、同項を同条第１３項と

し、同条第１０項を同条第１２項とし、同条第９項第４号中「職業に就い

たもの」を「安定した職業に就いた者」に改め、同項を同条第１１項と

し、同条中第５項から第８項までを２項ずつ繰り下げ、第４項の次に次の

２項を加える。 

５ 勤続期間６月以上で退職した職員(第７項の規定に該当する者を除
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く。)であって、その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者

とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢被保険者

に該当するもののうち、第１号に掲げる額が第２号に掲げる額に満た

ないものが退職の日後失業している場合には、一般の退職手当等のほ

か、第２号に掲げる額から第１号に掲げる額を減じた額に相当する金

額を、退職手当として、同法の規定による高年齢求職者給付金の支給

の条件に従い支給する。 

(1) その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当等の額 

(2) その者を雇用保険法第３７条の３第２項に規定する高年齢受給資

格者と、その者の基準勤続期間(第２項に規定する基準勤続期間をい

う。以下この条において同じ。)を同法第１７条第１項に規定する被

保険者期間と、当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定す

る離職の日と、その者の基準勤続期間の年月数を同法第３７条の４

第３項の規定による期間の年月数とみなして同法の規定を適用した

場合に、その者が支給を受けることができる高年齢求職者給付金の

額に相当する額 

６ 勤続期間６月以上で退職した職員(第８項の規定に該当する者を除

く。)であって、その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者

とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢被保険者

に該当するものが退職の日後失業している場合において、退職した者

が一般の退職手当等の支給を受けないときは、前項第２号の規定の例

によりその者につき同法の規定を適用した場合にその者が支給を受け

ることができる高年齢求職者給付金の額に相当する金額を、退職手当
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として、同法の規定による高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支

給する。 

 第１５条第１項中「又は第６項」を「、第６項又は第８項」に改め、

同条第２項中「又は第５項」を「、第５項又は第７項」に改める。 

附則第７項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に、

「第１０条第８項」を「第１０条第１０項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の職員の退職手当に関する条例(以下「新条

例」という。)第１０条第１１項（第４号に係る部分に限り、同条第１

５項において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した職

員の退職手当に関する条例第２条に規定する職員をいう。以下同じ。）

であってこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に安定し

た職業に就いたものについて適用し、退職職員であって施行日前に職業

に就いたものに対する就業促進手当に相当する退職手当の支給について

は、なお従前の例による。 

３ 退職職員であって、退職職員が退職の際勤務していた地方公共団体の

事務を雇用保険法(昭和４９年法律第１１６号)第５条第１項に規定す

る適用事業とみなしたならば雇用保険法等の一部を改正する法律(平成

２８年法律第１７号)第２条の規定による改正前の雇用保険法第６条第

１号に掲げる者に該当するものにつき、新条例第１０条第５項又は第
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６項の勤続期間を計算する場合における新条例第７条の規定の適用に

ついては、同条第１項中「在職期間」とあるのは「在職期間(雇用保険

法等の一部を改正する法律(平成２８年法律第１７号)の施行の日(以下

この項において「雇用保険法改正法施行日」という。)前の在職期間を

有する者にあっては、雇用保険法改正法施行日以後の職員としての引

き続いた在職期間)」と、同条第２項中「月数」とあるのは「月数(雇

用保険法改正法施行日前の在職期間を有する者にあっては、雇用保険

法改正法施行日の属する月から退職した日の属する月までの月数(退職

した日が雇用保険法改正法施行日前である場合にあっては、０))」と

する。 

４ 施行日前にこの条例による改正前の職員の退職手当に関する条例（以

下「旧条例」という。）第１０条第５項又は第６項の規定による退職

手当の支給を受けることができる者となった者(施行日以後に新条例第

１０条第５項から第８項までの規定による退職手当の支給を受けるこ

とができる者となった者を除く。)に対する旧条例第１０条第９項第５

号に掲げる移転費に相当する退職手当の支給については、なお従前の

例による。 

 （河内長野市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

５ 河内長野市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年

河内長野市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

第１４条第５項中「次項」の次に「又は第７項」を加え、同条第７

項中「前２項」を「前３項」に、「同項」を「第５項又は前項」に改

め、同項を同条第８項とし、同条中第６項を第７項とし、第５項の次
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に次の１項を加える。 

６ 勤続期間６月以上で退職した職員(次項の規定に該当する者を除

く。)であって、その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険

者とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢被保

険者に該当するものが退職の日後失業している場合において、その

者が同法に規定する高年齢求職者給付金の額に達する退職手当の支

給を受けていないときは、その差額に相当する金額を同法の規定に

よる高年齢求職者給付金の支給の条件に従い、退職手当として支給

する。 

-59-



議案第１８号 

   河内長野市日野地区環境整備基金条例の改正について 

 河内長野市日野地区環境整備基金条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  令和７年２月２８日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市日野地区環境整備基金条例の一部を改正する条例    

 河内長野市日野地区環境整備基金条例（平成７年河内長野市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条中「３８１，８００，０００円」を「３７２，５００，０００円」

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月３日から施行する。 
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議案第１９号 

   河内長野市市税条例の改正について 

 河内長野市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市市税条例の一部を改正する条例 

 河内長野市市税条例（昭和５９年河内長野市条例第３４号）の一部を次

のように改正する。 

第２７条第９項中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改める。 

 第６４条第１項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改める。 

 第８５条第２項第２号及び第１０８条第２項第１号中「第２条第１５項」

を「第２条第１６項」に改める。 

 第１１３条の１０第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改め

る。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する 

条例の改正について 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する 

条例の一部を改正する条例 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成

７年河内長野市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１し尿の部中「４８０円」を「６００円」に、「２００円」を「２

５０円」に、「２，４００円」を「３，０００円」に、「８００円」を「１，

０００円」に、「１，０００円」を「１，２５０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日（以下「施行日」という。）から施

行する。 
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 （適用区分） 

２ 改正後の河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する

条例別表第１の規定は、施行日以後に収集したものについて適用し、同

日前に収集したものについては、なお従前の例による。 
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議案第２１号 

河内長野市地域バスの運行に関する条例の改正について 

河内長野市地域バスの運行に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市地域バスの運行に関する条例の一部を改正する条

例          

河内長野市地域バスの運行に関する条例（令和４年河内長野市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

 別表中「２００円」を「３００円」に、「２，０００円」を「３，０００

円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の河内長野市地域バスの運行に関する条例別表
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に掲げる金額の定期券は、改正後の河内長野市地域バスの運行に関する

条例別表に掲げる金額の定期券とみなし、施行日以後においても使用す

ることができる。 

 （準備行為） 

３ この条例による改正後の河内長野市地域バスの運行に関する条例の規

定に基づく使用料に関し必要な準備行為は、施行日前においても行うこ

とができる。 
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議案第２２号 

河内長野市企業立地促進条例の改正について 

河内長野市企業立地促進条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

河内長野市企業立地促進条例（平成２７年河内長野市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

(15) 新エネルギー設備 新エネルギー利用等（新エネルギー利用等の

促進に関する特別措置法（平成９年法律第３７号）第２条に規定する

新エネルギー利用等をいう。）を行うための設備をいう。 

 第６条中「及び雇用促進奨励金」を「、雇用促進奨励金及び新エネルギ

ー設備設置奨励金」に改める。 

 第７条の見出し中「等」を削り、同条第２項中「時点」を「期間」に、

「２年を経過した日（以下「基準日」という。）」を「１年を経過する日

（以下「基準日」という。）が属する年度から起算して６年度の間」に改

める。 
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第８条第２項中「速やかに」を「年度ごとに」に改め、同項に次のただ

し書を加える。 

ただし、同一の指定事業者に対する雇用促進奨励金の交付は、交付対

象期間につき５回までとする。 

 第８条に次の１項を加える。 

３ 新エネルギー設備設置奨励金の交付を受けようとする指定事業者は、

新エネルギー設備の設置完了日から３０日以内に、規則で定めるところ

により、市長に申請しなければならない。 

 別表第１を次のように改める。 

名

称 

要件 奨励金の額 

事 業

者 

対

象

資

産 

区分 面積又は取得額 企業の立地の時期等 

市街化区

域 

市街化調

整区域 

立

地

奨

励

金 

本 市

の 区

域 内

に 企

業 の

立 地

を 行

う 市

土

地 

取得 １，００

０平方メ

ートル以

上 

２，００

０平方メ

ートル以

上 

事業者が、土地の取得の

日（土地の賃借の場合に

あっては、当該土地の賃

貸借契約に基づく引渡

しの日）から３年以内

（土地造成工事に期間

を要する場合にあって

は、当該土地造成後から

各年度の固定資産

税及び都市計画税

の額の２分の１に

相当する額 

家

屋 

取

得 、

新

設 、

延 べ 床

１，００

０平方メ

ートル以

延 べ 床

２，００

０平方メ

ートル以

各年度の固定資産

税及び都市計画税

の額の２分の１に

相当する額 
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内 事

業 者

で な

い 事

業者 

建 て

替 え

又 は

増設 

上 上 １年以内）に、その土地

を敷地として立地奨励

金の対象となる家屋の

取得、新設、建て替え又

は増設をした後、１年以

内に操業を開始してい

ること。 

償

却

資

産 

取得 取得額の

合計額１

０，００

０，００

０円以上 

取得額の

合計額１

０，００

０，００

０円以上 

立地奨励金の対象事業

者が、当該家屋の取得、

新設、建て替え又は増設

の日から操業を開始す

る日までの間に、立地奨

励金の対象となる償却

資産を取得し、対象事業

所に償却資産を設置し

ていること。 

各年度の固定資産

税の額の２分の１

に相当する額 

事

業

拡

張

奨

励

本 市

の 区

域 内

で 企

業 の

立 地

土

地 

取得 １００平

方メート

ル以上 

１００平

方メート

ル以上 

・事業者が、土地の取得

の日（土地の賃借の場

合にあっては、当該土

地の賃貸借契約に基

づく引渡しの日）から

３年以内（土地造成工

各年度の固定資産

税及び都市計画税

の額の２分の１に

相当する額 

家

屋 

取

得 、

延べ床１

００平方

延べ床１

００平方

各年度の固定資産

税及び都市計画税
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金 を 行

う 市

内 事

業者 

新

設 、

建 て

替 え

又 は

増設 

メートル

以上 

メートル

以上 

事に期間を要する場

合にあっては、当該土

地造成後から１年以

内）に、その土地を敷

地として事業拡張奨

励金の対象となる家

屋の取得（賃借してい

る家屋を取得する場

合を含む。）、新設、

建て替え又は増設を

した後、１年以内に操

業を開始しているこ

と。 

・事業者が、既存の事業

用地を敷地として事

業拡張奨励金（家屋に

係るものに限る。）の

交付を申請する場合

は、当該家屋の取得

（賃借している家屋

を取得する場合を含

む。）、新設、建て替

え又は増設をした後、

の額の２分の１に

相当する額 
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１年以内に操業を開

始していること。 

償

却

資

産 

取得 取得額の

合計額１

０，００

０，００

０円以上 

取得額の

合計額１

０，００

０，００

０円以上 

事業拡張奨励金の対象

事業者が、当該家屋の取

得、新設、建て替え又は

増設の日から操業を開

始する日までの間に、事

業拡張奨励金の対象と

なる償却資産を取得し、

対象事業所に償却資産

を設置していること。 

各年度の固定資産

税の額の２分の１

に相当する額 

雇

用

促

進

奨

励

金 

立 地

奨 励

金 又

は 事

業 拡

張 奨

励 金

の 対

象 と

な っ

た 事

― ― ― ― 立地奨励金又は事業拡

張奨励金の対象となっ

た事業所の取得、新設、

建て替え又は増設の日

から操業開始後２年を

経過した日までの間に、

１年以上新規正規従業

員を雇用しており、かつ

雇用促進奨励金申請時

点において当該従業員

が在籍していること。 

新規正規従業員１

人につき１年度１

００，０００円と

し、新規正規従業

員が、身体障害者

手帳、療育手帳又

は精神障害者保健

福祉手帳の交付を

受 け て い る 場 合

は、１人につき１

年度１００，００
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業者 ０円を加算する。 

（１指定事業者に

つき１年度２，０

００，０００円を

限度とする。） 

新

エ

ネ

ル

ギ

ー

設

備

設

置

奨

励

金 

立 地

奨 励

金 又

は 事

業 拡

張 奨

励 金

の 対

象 と

な っ

た 事

業者 

償

却

資

産 

取得 ― ― 立地奨励金又は事業拡

張奨励金の対象となっ

た事業所の取得、新設、

建て替え又は増設の日

から操業を開始する日

までの間に、次に掲げる

新エネルギー設備を取

得し、対象事業所に当該

設備を設置しているこ

と。 

（ア）出力１０キロワッ

ト以上の太陽光発電設

備 

（イ）風力発電設備 

（ウ）地熱発電設備 

（エ）バイオマス発電設

備 

（オ）その他市長が認め

新エネルギー設備

の設置に要した費

用に２分の１を乗

じて得た額（１指

定 事 業 者 に つ き

３,０００，０００

円を限度とする。） 
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るもの 

備考  

１ 奨励金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。 

２ 立地奨励金又は事業拡張奨励金に係る企業の立地の時期等につい

て、やむを得ない理由があると市長が認めるときは、この限りでな

い。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市企業立地促進条例の規定は、この

条例の施行の日以後に指定事業者の指定の申請を行った事業者について

適用し、同日前に指定事業者の指定の申請を行った者については、なお

従前の例による。 
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議案第２３号 

河内長野市水道事業給水条例の改正について 

河内長野市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

  令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

河内長野市水道事業給水条例（平成９年河内長野市条例第１６号）の一

部を次のように改正する。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２４条関係） 

  水道料金 

用途・口径別 １ 箇 月 基

本料金 

１箇月 

従量料金（１m３について） 

１ m ３ ～

１０m３ 

１ １ m ３

～２０m

３ 

２ １ m ３

～３０m

３ 

３１m３

～ ５ ０

m３ 

５１m３

～ １ ０

０m３ 

１ ０ １

m３ ～３

００m３ 

３ ０ １

m３以上 

一般用 mm 円 円 円 円 円 円 円 円
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φ１３ ７９４ ４５ ２０４ ２１６ ２４２ ２８１ ３２７ ３６０

φ２０ 

φ２５ 

φ４０ １，５６３ ９９

φ５０ ３，１２７

φ７５ ５，４７８

φ１００ ８，９９３

φ１５０ ２１，４８

９

φ２００ ３７，６３

３

臨時用 ７１８

備考 用途の適用基準については、管理者が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市水道事業給水条例別表第１の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用水量に

係る水道料金について適用し、施行日前の使用水量に係る水道料金につ

いては、なお従前の例による。 

３ 前項の場合において、施行日以後に徴収する水道料金のうち、その算

定の基礎となる使用水量の算定期間が施行日前にまたがるものについ

ては、使用水量を各日均等に使用したものとみなして、日割りにより算

定する。 
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議案第２４号 

   河内長野市下水道条例の改正について 

 河内長野市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年２月２８日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市下水道条例の一部を改正する条例 

 河内長野市下水道条例（昭和６１年河内長野市条例第２６号）の一部を

次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２５条関係） 

区分 基本料金 

（１箇月につき） 

従量料金 

（１箇月１m３につき） 

 使用料 水量 使用料 

一般汚水 ６７５円１m３～１０m３ ３９円 

１１m３～２０m３ １７４円 

２１m３～３０m３ １８５円 

３１m３～４０m３ １９３円 
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４１m３～５０m３ ２３３円 

５１m３～１００m３ ２７２円 

１０１m３以上 ３１２円 

公衆浴場汚水 ―１m３～３００m３ ２９円 

３０１m３以上 ３１円 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市下水道条例別表の規定は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の汚水量に係る使用料に

ついて適用し、施行日前の汚水量に係る使用料については、なお従前の

例による。 

３ 前項の場合において、施行日以後に徴収する使用料のうち、その算定

の基礎となる汚水量の算定期間が施行日前にまたがるものについては、

汚水量を各日均等に使用したものとみなして、日割りにより算定する。 
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議案第２５号 

河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する

条例の改正について 

 河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 令和７年２月２８日提出 

                   河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する

条例の一部を改正する条例 

河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭 

和３９年河内長野市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表 退職報償金支給額表（第２条関係） 

階級 勤務年数 

５年以上

１０年未

満 

１０年以

上１５年

未満 

１５年以

上２０年

未満 

２０年以

上２５年

未満 

２５年以

上３０年

未満 

３０年以

上３５年

未満 

３５年以

上 

団長 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 
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２３９ ３４４ ４５９ ５９４ ７７９ ９７９ １，０７

９

副団長 ２２９ ３２９ ４２９ ５３４ ７０９ ９０９ １，００

９

分団長 ２１９ ３１８ ４１３ ５１３ ６５９ ８４９ ９４９

副分団長 ２１４ ３０３ ３８８ ４７８ ６２４ ８０９ ９０９

部長及び班

長 

２０４ ２８３ ３５８ ４３８ ５６４ ７３４ ８３４

団員 ２００ ２６４ ３３４ ４０９ ５１９ ６８９ ７８９

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市非常勤消防団員に係る退職報償金

の支給に関する条例別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した非

常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第２６号 

   市道路線の認定及び変更について 

 次の市道路線を認定及び変更するため、道路法第８条第２項及び第１０

条第３項の規定により、本市議会の議決を求める。 

  令和７年２月２８日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

１ 認定する路線 

整理 
番号 

路 線 名 起 点 終 点 
重要な 
経過地 

 
１ 
 

市２６号線 
市町 

５９０番１９ 

市町 

５９０番１８ 

 

 
２ 
 

三日市９号線 
三日市町 

１２２番７ 

三日市町 

１２２番１０ 

 

 
３ 
 

木戸１０号線 
木戸一丁目 

１４００番２ 

木戸一丁目 

１４００番３ 

 

 
４ 
 

喜多３２号線 
喜多町 

２３６番１ 

喜多町 

２３３番２ 

 

 
５ 
 

喜多３３号線 
喜多町 

１８１番２ 

喜多町 

１８１番２ 
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６ 
 

天見１号線 
天見 

１３８３番２ 

天見 

１３３７番１ 

 

 

２ 変更する路線 

整理 
番号 

旧新別 路線名 起 点 終 点 重要な 
経過地 

１ 

旧 鳴尾中８号線 
木戸三丁目 

１２５８番７ 

木戸三丁目 

１２５８番８ 

 

新 鳴尾中８号線 
木戸三丁目 

１２５８番７ 

木戸三丁目 

１２５４番４ 

 

2 

旧 市２５号線 
市町 

６０８番３ 

市町 

１０６２番１ 

 

新 市２５号線 
市町 

６０８番３ 

市町 

４４４番３ 
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